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行政保健師による精神障害者の就労継続支援の内容
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目的 精神障害者の地域移行に伴い生活基盤の構築のために在宅精神障害者の就労支援が推進され

る中で，精神障害者の就労が継続するための行政保健師が行う支援内容を明らかにすることを

目的とした。

方法 本研究では，質的記述的研究を用いた。研究対象者は，関東圏または関西圏の都道府県型保

健所もしくは中核市，政令指定都市での勤務経験が10年以上あり，2013年以降の精神保健福祉

担当経験が 3 年以上ある保健師 5 人とした。インタビューガイドに基づく半構造化面接を行い，

◯就労移行期・就労継続期にある精神障害者と家族が抱える主な困難や問題とその支援内容，

◯精神障害者と家族が就労意欲を維持するための支援内容について質問した。行政保健師によ

る「就労支援」は，行政保健師が「精神障害者とその家族に対して，就労移行と就労継続でき

るよう行う支援」と定義した。データ分析は，逐語録からコード化，コードの類似性・相違性

を比較しながら，抽象度を上げて，サブカテゴリー，カテゴリーを抽出した。

結果 精神障害者の就労が継続するために行政保健師が行う支援内容について，6 カテゴリー【人

生における就労の意味・目標を明確にし，本人の主体性を引き出す】【病状を見極めて就労支

援を進める】【本人の強みを生かし，本人の希望に合った就労支援の計画を立てる】【就労継続

の支援体制を整え，就労の振り返りと次のステップを一緒に考える】【家族が就労の支え方に

気づけるように促す】【精神障害者や支援者とともに精神障害者の就労を支える地域づくりを

行う】と14サブカテゴリーが抽出された。カテゴリーは，行政保健師の属性，地域，経験の違

いによらず共通していた。

結論 本研究結果から，行政保健師による精神障害者の就労から定着までの支援内容が明らかと

なった。行政保健師による精神障害者の就労継続支援は，本人だけでなく家族支援や地域づく

りまで展開した支援を行う必要性が示唆された。
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 緒 言

日本の精神障害者数は，2005年の302万人から

2017年の419万人へと増加傾向を示している1)。ま

た，全国の精神科通院患者のうち，就労や福祉サー

ビスを利用せず通院以外に社会との接点がない精神

障害者数は，推計で約40万人に上るとの報告があ

る2)。この現状の下で国は，精神障害者の地域移

行・地域生活支援体制の強化3)や，2013年の障害者

総合支援法改正により，従来の都道府県による精神

障害者支援に加え，市町村も支援を行う重層的な支

援体制へと変革を行った4～6)。

在宅で暮らす精神障害者（以下，在宅精神障害者）

の生活を支える雇用対策をみると，2013年の障害者

雇用促進法改正や2018年の精神障害者の雇用義務

化7)により，精神障害者の就労促進を支える体制整

備が進んでいる。一方，在宅精神障害者の就労には

依然多くの課題がある。その一つに職場定着率の低

さが挙げられ，身体障害者の 1 年後の職場定着率は

60.8であるのに対し，精神障害者は49.0に留
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まっている8)。その要因として，専門的支援やサー

ビスの不足9,10)，精神疾患の多様化11)による就労継

続支援の難しさがある。

精神障害者の就労支援に関する国内の研究では，

就労している精神障害者を対象とした就労支援プロ

グラムの効果の検証12～14)，障害者就業・生活支援

センターにおける精神障害者の就労支援に関する実

態調査15)，精神科訪問看護師の就労支援に対するケ

アの実際16)，企業での就労定着の取り組み17)などが

報告されている。しかし，自治体の保健師（以下，

行政保健師）や精神保健福祉士が行う就労移行から

定着までの就労継続支援の内容を述べたものはほと

んどない。

また，在宅精神障害者の就労など生活全般の支援

では，行政の役割が大きく，主に受療・治療継続な

どの医療的課題と社会復帰に向けた生活支援という

幅広く長期的な支援を求められている4～6)。この中

で多くの精神保健業務を担う行政保健師は，在宅精

神障害者の地域生活基盤の構築に関する幅広い支援

を行っており4～6)，生活基盤の構築が必要な在宅精

神障害者の就労継続支援に積極的な関与が期待され

ている。しかし，行政保健師が行う支援は，在宅精

神障害者に対する受療支援や地域生活支援全

般18～22)に関する報告が多く，在宅精神障害者に対

する就労継続支援の内容を示す報告は少ない。

そこで本研究は，行政保健師による精神障害者の

就労継続支援の内容を明らかにすることを目的と

し，行政保健師が精神障害者の就労移行や継続の支

援を検討する際の有用な知見を得ることとした。

 方 法

. 研究デザイン

研究結果の支援応用を目指し，支援内容を具体的

に記述する際に適した質的記述的研究を用いた23)。

. 用語の定義

本研究での「就労支援」は，行政保健師が「精神

障害者とその家族に対して，就労移行と就労継続で

きるよう行う支援」と定義した。この際，就労先に

ついては，就労継続支援 A 型事業所・B 型事業

所・一般企業を問わず，就労支援内容については，

就労に関するサービス利用調整にとどまらず幅広い

支援とした。

. 対象者

対象者は，関東圏・関西圏にある都道府県型保健

所，中核市，政令指定都市での保健師経験が10年以

上で，障害者総合支援法改正と障害者雇用促進法改

定のあった2013年以降に精神保健福祉担当経験が 3

年以上ある行政保健師 5 人とした。対象者の選定

は，精神保健担当の行政保健師経験がある研究者 2

人に上記の条件を満たす各 3 人程度の推薦を依頼し

た。推薦された 5 人に対して著者より口頭と文書で

の説明を行い，研究参加に同意した 5 人を対象とし

た。

. データ収集

データ収集期間は2020年 9～10月で，インタ

ビューガイドを用いた半構造化面接法で行った。対

象者 1 人につき 1 回の面接とし，時間は平均53.8分

（SD14.4）であった。インタビューは，新型コロ

ナウイルスの感染拡大を受け，プライバシーが確保

される大学施設もしくは自宅から，Zoom を利用し

て実施した。対象者には，インタビューの際は公衆

無線 LAN 使用の禁止，セキュリティの高いネット

環境とパソコンの利用，個人，機関等が特定できる

内容は語らない点の遵守を依頼し，研究者も同様に

遵守して実施した。インタビュー内容は，対象者の

許可を得て IC レコーダーでの録音とメモで記録し

た。

主なインタビュー内容は，◯就労移行期・就労継

続期にある精神障害者と家族が抱える主な困難や問

題とその支援内容，◯精神障害者とその家族が就労

意欲を維持するための支援内容，◯前述の回答の中

でとくに行政保健師として重要な支援はどれか，に

ついて質問した。対象者の性別，保健師経験年数，

精神保健福祉業務経験年数，主な担当業務経験など

は，自記式フェイスシートを用いて事前に把握した。

. データ分析方法

インタビュー内容の録音，メモをもとに逐語録を

作成した。逐語録を熟読した後に，精神障害者の就

労が継続するための支援内容に関する部分を抽出

し，文脈のまとまりごとにコードを作成した。抽出

したコードの類似点，相違点を検討し，抽象度を上

げたサブカテゴリー，カテゴリー化をした23)。次

に，得られたカテゴリーについて，行政保健師の属

性，地域，経験の違いがないかを検討した。分析

は，質的研究に精通する研究者 3 人からのスーパー

バイズを受けて行った。また分析結果は，対象者 2

人には文書と口頭で，3 人には文書にて齟齬がない

かを確認してもらい，内容の正確性を担保した。同

時に，行政保健師の属性，地域，経験の違いがない

かも確認した。

. 倫理的配慮

本研究は日本赤十字看護大学研究倫理審査委員会

の承認を受け実施した（承認2020年 9 月 8 日番号

2020041）。対象者全員は，口頭と文書で本研究の

説明を受けた上で研究参加に同意した。
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表 対象者の属性

対 象 者 A B C D E

行政保健師経験年数（年) 12 17 13 37 24

精神保健業務経験年数（年) 4 4 5 7 9

看護師経験年数（年) 0 0 0 0 4

所属自治体 県 中核市 政令指定都市 中核市 中核市

主な保健師業務経験 母子保健

感染症

難病

母子保健

成人保健

高齢者保健

感染症・難病

母子保健

成人保健

高齢者保健

感染症・難病

母子保健

成人保健

高齢者保健

感染症・難病

母子保健

成人保健

高齢者保健

難病

インタビュー時間（分) 59 51 35 78 46

注B と D は同じ中核市。E は保健所出向中の精神保健業務経験も含む。
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 結 果

. 対象者の特徴（表 1）

対象者の行政保健師経験年数は平均20.6年（SD :

10.3）で，精神保健福祉業務経験年数は平均6.4年

（SD : 3.4）であった。所属自治体は，都道府県型保

健所 1 人，中核市 3 人，政令指定都市 1 人であっ

た。精神保健業務担当部署は，対象者 C は行政保

健師のみ，その他は行政保健師と福祉職が在籍して

いた。

. 行政保健師による精神障害者の就労継続支援

の内容（表 2）

行政保健師が行った就労が継続するための支援内

容について，6 カテゴリー，14サブカテゴリーが抽

出された。カテゴリーは，行政保健師の属性，地

域，経験の違いによらず共通した支援内容であった。

以下，【 】はカテゴリー，《 》はサブカテゴリー

を示す。対象者の語りは「対象者」，研究者の補

足説明は（ ）で追記した。精神障害者を「本人」

とした。

1) 【人生における就労の意味・目標を明確に

し，本人の主体性を引き出す】

行政保健師は就労支援開始時，本人に対して《就

労に対する本人の思いや人生における就労の意味を

考える機会を作り，本人の主体性を引き出す》支援

を行っていた。たとえば，行政保健師からは「就労

支援って，その人の人生の一場面なので，（中略）

この人にとって働くってどんな意味があるんだろ

うって，（中略）就職が目的にならないようにして

いましたA 氏」や「本人さんは就労に対して何を

求めているのか，何を目指しているのかというとこ

ろを，それが本人理解にもつながると思うC 氏」

という語りがあった。

また行政保健師は，「本人と親御さん（中略）お

互いに年が行ってしまうと，なかなか生活を変えて

いくのが難しかったりするので，（中略）20，30歳

代のうちに就労につなげることが重要B 氏」と考

え，「あなた一人でいずれ生きていかなければなら

ないんだよ，（中略）親は心配しているんだよ，だ

から今しなければならないことを一緒に考えよう

ねD 氏」と，《親亡き後の生活を見据え，本人と

家族が今しなければいけないことを一緒に考える》

支援を行っていた。そして，「お父さんとお母さん

がいるうちに，ちょっとくらい失敗しても大丈夫だ

よって（中略），親が元気なうちに娘さん，息子さ

んが行動できるようA 氏」支えていた。

2) 【病状を見極めて就労支援を進める】

行政保健師は，「ご本人さんの病状の把握という

のは重要かなと思います。病状，経過，通院や服薬

状況をきちんと把握した上での支援が重要C 氏」

と考え，《病状と治療状況を確認し，就労の場や就

労そのものが適切であるかを見極める》支援を行っ

ていた。具体的には主治医と連携し就労可能な病状

と治療状況かを確認していた。また，本人には「保

健師という立場なので，まずは病状コントロールを

しましょう。1 か月くらい様子を見ながら次の（就

労に関する）作戦を立てませんかA 氏」と，病状

コントロールの必要性を説明して治療への支援もし

ていた。また，「病気と付き合いながら，うまくコ

ントロールしながら働けるところがどこなのか（中

略）ギャップを埋めていくところは必要B 氏」と

考え，主治医による就労に関する指示内容と本人と

の認識を合わせる支援が，本人の《病状や障害に合

わせた就労の場の選択と目標設定を一緒に行う》支

援へとつながっていた。

3) 【本人の強みを生かし，本人の希望に合った

就労支援の計画を立てる】

行政保健師は，精神障害者が「自分のペースで就
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表 行政保健師による精神障害者の就労継続支援の内容

カテゴリー サブカテゴリー コ ー ド

人生における就

労の意味・目標

を明確にし，本

人の主体性を引

き出す

就労に対する本人の思いや人生に

おける就労の意味を考える機会を

作り，本人の主体性を引き出す

就労に対する本人の思い・気持ちを聞く

人生における就労の意味を考える機会を設ける

就労に対して，本人主体で向き合えるように促す

親亡き後の生活を見据え，本人

と家族が今しなければいけない

ことを一緒に考える

親も子も生活変化に対応しやすい，本人が20, 30歳代のうちに就

労につなげるように促す

親亡き後は一人で生きていかねばならないことを伝え，本人と家

族が今すべきことを一緒に考える

病状を見極めて

就労支援を進め

る

病状と治療状況を確認し，就労

の場や就労そのものが適切であ

るかを見極める

就労可能な病状と治療状況であるかを確認する

病状コントロールの必要性を説明して治療への支援をする

主治医による，就労に関する指示を確認し，本人と認識を合わせる

病状や障害に合わせた就労の場

の選択と目標設定を一緒に行う

病状や障害に合った就労の場の選択を一緒に行う

病状や障害に合った就労の目標設定を一緒に行う

本人の強みを生

かし，本人の希

望に合った就労

支援の計画を立

てる

本人の意向を把握しながら，就

労支援の目標や計画を一緒に考

える

本人の望むタイミングやペースを常に把握する

本人の意向を確認しながら，就労までの目標とプロセス，支援を

一緒に考える

就労における本人の強みや弱み

を把握し，就労準備を行う

就労における本人の強みや弱みを把握する

本人の強みや対応上の留意点を就労先に就労前に伝える

本人が理想と現実を受け入れ，

そのギャップを埋める機会を提

供する

本人が理想と現実を受け入れ，そのギャップを埋める機会を提供

する

就労継続の支援

体制を整え，就

労の振り返りと

次のステップを

一緒に考える

就労継続を支える体制を整える

ために，就労先や訪問看護等と

の間で調整する

就労継続できるように，就労先・訪問看護などとともに定期的に

見守る体制を整える

困った時の対応について就労先に話し，事前に根回しをする

就労状況を一緒に振り返り，次

のステップを検討する

就職後，できていることや頑張りを肯定的にフィードバックする

就労先での本人の能力・評価をケア会議などで把握し，次のス

テップを検討する

就労が定着しない人には，自分ができることや得意なことを見つ

けられるよう支える

就労継続できなくなった理由をフィードバックし，改善策を考える

家族が就労の支

え方に気づける

ように促す

家族主導の就労ではなく，本人

に見合った仕事であれば家族も

認めるよう家族と本人の考えを

すり合わせる

家族主導ではなく，本人に見合った仕事が重要であると家族に理

解してもらう

本人と家族の就労への気持ちをすり合わせる

家族が就労の支え方を理解でき

るよう，家族会や家族教室で学

習や相談の機会を設ける

家族に就労を支える関わり方を理解できるように，家族会・家族

教室を紹介する

精神障害者の語りを通じて就労について家族に理解をしてもらう

機会を設ける

精神障害者や支

援者とともに精

神障害者の就労

を支える地域づ

くりを行う

個別事例や 1 つの事業所での活

動で完結せず，地域全体にアン

テナをはって地域の支援の輪を

広げる

1 つの事業所内での活動で完結せず，支援が地域全体に波及する

ように常にアンテナをはる

受け入れ経験のある就労先の横のつながりを生かして，地域での

就労先を広げる

地域や職場における精神障害者

の就労へ理解を促す機会を設け

る

地域の関連機関の集まりの場に出向き，理解を促す機会の確保に

努める

職場などで，精神障害者の語りを通して精神障害者の就労に理解

を促す機会を設ける

精神障害者とその家族が共通に

抱える就労上の課題を捉え，公

衆衛生活動に反映する

精神障害者とその家族が共通に抱える就労上の課題を捉え，公衆

衛生活動に反映する
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労できるようにすることが重要で，支援者側がタイ

ミングとか，ペースを把握すること，同じ方向で支

援するB 氏」などの，就労に向けて《本人の意向

を把握しながら，就労支援の目標や計画を一緒に考

える》支援を本人の希望するタイミングやペースに

合わせて行っていた。

また就労支援の計画作成時には《就労における本

人の強みや弱みを把握し，就労準備を行う》支援が

あった。具体的には，「病気があってもなくても，

その人の強み，弱み，特徴を見つけてあげることが

大切E 氏」と考え，把握した情報に基づく就労上

の留意点を就労先と共有し就労前に事前調整を行っ

ていた。また，「失敗になりかねない出来事って生

育歴などから想像できるので，（就労計画を）組み

立てる際に失敗体験を積まないように（注意して）

やっていましたE 氏」という語りがあった。

また，行政保健師は，就労支援の計画作成時には

「私から見て厳しいと思っても，できないっていう

のは違うかなと思うA 氏」と，本人の就労希望を

否定せず，「ハローワークに一緒に行って，あなた

の条件で働けるところはこんなところだと提示して

もらう。そこで，何もしないよりはいいんじゃな

いって話をしながら，あった場所を一緒に考える

A 氏」といったように，《本人が理想と現実を受け

入れ，そのギャップを埋める機会を提供する》丁寧

な支援を行っていた。その他，初めて就労する人に

は，「短期間でも毎日通うことを目標にする，人付

き合いの練習をするでもいいから，ちょっと通って

みない。それがあなたの言う働くってことにつなが

るA 氏」と話し合いながら，ギャップを埋める作

業も行っていた。

4) 【就労継続の支援体制を整え，就労の振り返

りと次のステップを一緒に考える】

行政保健師は，《就労継続を支える体制を整える

ために，就労先や訪問看護等との間で調整する》支

援を行っていた。具体的には，「ご本人にはやりた

いことがあって，でも治療継続に支障が出るかもし

れないので，訪問看護師，事業所とかその方に定期

的な目が向けられる支援体制を作るB 氏」支援や

「困った時には保健所に連絡してもらうようにして

（中略），人事から相談をされたらその都度対応す

るA 氏」支援を行うなど，就労先・訪問看護など

の関連機関とともに就労継続を支える体制づくりを

行う支援を行っていた。また，問題発生時の予測さ

れる対応方法について事前に就労先に助言する支援

があった。

また行政保健師は，就職後に《就労状況を一緒に

振り返り，次のステップを検討する》支援を行って

いた。具体的には，本人の業務能力や評価をケア会

議などで把握して，仕事のステップアップ・現状維

持・見直しなどを行う支援や，本人に対して「良く

なってきているところを肯定的にフィードバック

（中略）することを意識してC 氏」伝える支援を

行っていた。

就労が定着しない人に対する行政保健師の支援と

しては，本人の適性やできることに合った業務を見

出すための支援や，本人の努力を労いつつ就労がで

きなくなった理由を振り返り，改善策を考える支援

もされていた。たとえば，「続かない，定着しない

人に対しては，これまでの就労にこだわるのではな

く，自分ができることや得意なことを見つめなおす

作業が重要B 氏」と考え支援する語りがあった。

5) 【家族が就労の支え方に気づけるように促す】

行政保健師は，「親が望んでいない職業も認めて

あげる，親も本人の能力を，やる気に見合ったもの

を認めてあげられるように関わるのが重要B 氏」

と捉え，《家族主導の就労ではなく，本人に見合っ

た仕事であれば家族も認めるよう家族と本人の考え

をすり合わせる》支援や，《家族が就労の支え方を

理解できるよう，家族会や家族教室で学習や相談の

機会を設ける》支援をしていた。具体的には，「家

族会に作業所から当事者の方に来ていただき，体験

談，講演会まではいかないけどお話してもらって，

当事者の声で（作業所に通う意義を家族に）理解し

てもらうE 氏」機会を設ける支援をしていた。

6) 【精神障害者や支援者とともに精神障害者の

就労を支える地域づくりを行う】

行政保健師は，《個別事例や 1 つの事業所での活

動で完結せず，地域全体にアンテナをはって地域の

支援の輪を広げる》支援を行っていた。具体的に

は，「（企業や商工会で）普及啓発してつながれば，

次の人ともつながるし，（中略）精神障害者を雇っ

てくださった社長さんが，『〇さんのところに行け

ばまだ雇ってくれるかもしれないから行ってごら

ん』とか教えてくださるんです。積極的に（企業や

商工会の集会に）関わってましたA 氏」といった

ように，地域全体への波及を意識し，受け入れ経験

のある就労先のつながりを活かした就労先を拡大す

る支援を行っていた。

また行政保健師は《地域や職場における精神障害

者の就労へ理解を促す機会を設ける》支援をしてい

た。具体的には，「（精神障害者支援の）ワンポイン

ト講座ができますよ（と声かけしました）。自治体

集まりとか民生委員の集まりなどの機会があれば

E 氏」と地域の関係機関の集まりの場に出向き理解

を促す機会の確保に努めながら教育の提供や広報活
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動を行っていた。その中には「それこそ百聞は一見

にしかずで，私たちが，話すことの意味もあるんで

すけど，当事者の方が言って話してくださるとほん

とに力強い言葉で伝えてくださいますA 氏」と，

職場などで精神障害者の語りを通して精神障害者の

就労に理解を促す機会を設ける支援があった。ま

た，精神障害者に関わる職種に対して理解を促す支

援も行っており，「ヘルパーさんは生活支援で関わ

る時間が長いですが，（中略）すごく（精神障害者）

を怖がられるんですね。ですから精神障害者の方の

理解を深めてもらう（中略）研修会をやりました

D 氏」という語りがあった。

さらに行政保健師は，行政職の立場から「行政だ

からこそ，この人の困りごとはこの人だけの困りご

となのか，他にも同じように困っている人がいるん

じゃないか，だとしたら（中略）政策や活動にいか

につなげられるかD 氏」と考え，《精神障害者と

その家族が共通に抱える就労上の課題を捉え，公衆

衛生活動に反映する》支援を行っていた。

 考 察

. 精神障害者の就労を支える個別支援

本研究では，精神障害者の就労継続に対する行政

保健師の個別支援として，4 つのカテゴリーが抽出

された。

まず，本人が就労に向き合うための【人生におけ

る就労の意味・目標を明確にし，本人の主体性を引

き出す】支援が示された。仕事は，精神障害者に

とって，地域での自立した生活に不可欠24)であり，

生きがいの一つ25)となる。重度の精神障害者では，

仕事の一致（Job Match）と仕事の継続期間に関連

があり，仕事の一致は仕事に対する関心や楽しみと

関連があるとの報告もある26)。就労の意義を本人主

体で見つめるように促すことは，精神障害者が就労

継続を視野に入れた就労活動を行う上で大切な取り

組みといえる。

次に【病状を見極めて就労支援を進める】や【本

人の強みを生かし，本人の希望に合った就労支援の

計画を立てる】といった，就労計画作成に関する支

援が示された。【病状を見極めて就労支援を進める】

支援について，精神障害者の就労継続困難の主な理

由には，病状や障害が動揺しやすい点があり，病状

や障害に合わせた働き方を常に考慮すべき27)とされ

ている。この点を踏まえ，本研究の行政保健師は，

就労支援に求められる「疾患管理と職業生活の両

立」28)の支援を行っていたと考えられる。また，精

神保健福祉士を対象とした研究29)では，就労継続支

援では精神症状の悪化や再発防止が最優先課題とし

つつも，本人の価値観や強み，個別性を重視する必

要性が示されている。本研究の行政保健師も，同様

の観点で本人の強みや希望を考慮した就労支援計画

となるよう努めていたと考えられる。

次に【就労継続の支援体制を整え，就労の振り返

りと次のステップを一緒に考える】支援は，就労の

定着や継続を目指すための仕組みづくりの支援で

あった。就労継続を進める要因には，年齢，職歴，

認知機能，陰性症状，教育，社会的支援といった個

人特性に加えて，専門職によるリハビリテーション

支援が重要とされている30)。本研究の行政保健師

は，リハビリテーション支援として，就労支援機

関15)や訪問看護16)等とともに，中長期的な職場定着

に必要とされる分野横断的な支援ネットワークの形

成31)を行っていたと考えられる。

. 精神障害者の就労を支える家族支援

本研究では，【家族が就労の支え方に気づけるよ

うに促す】家族支援が明らかとなった。家族構成員

の精神障害発症は，家族にとってトラウマになる出

来事であり32)，様々な葛藤を抱える33)。一方，家族

による本人への支持的姿勢が本人のリカバリーに影

響を与えるとの報告や34)，家族が精神障害者の回復

を支える関わり方に「気づき」が生まれるような，

家族会などの家族ピア活動への参加が大切であると

報告されている35)。しかし，就労を支援する施設や

企業で，家族との関係性や家庭環境にまで踏み込ん

だ支援は難しい36)。過去の行政保健師等を対象とし

た報告をみると，病状悪化や安定した生活に対する

家族支援の重要性を示す報告が多くある19,20,21,37)。

行政は，未治療者や治療中断者を治療につなぐ役割

があり，本人よりも家族からの相談が多く家族支援

が中心であることも多いとされる18)。以上から，行

政保健師は，精神障害者の就労継続支援においても

家族支援の重要な役割を果していると考えられる。

. 精神障害者の就労を支える地域づくり

行政保健師は，個別支援から得られたつながりを

生かして【精神障害者や支援者とともに精神障害者

の就労を支える地域づくりを行う】支援を行ってい

た。また，関係機関に対して精神障害者に対する理

解促進のための活動を精神障害者当事者とともに

行っている実態も明らかになった。これらは，在宅

精神障害者の自立支援に向けて，地域住民との交流

や関係づくりを行い，援助提供者や近隣住民の助力

を支える行政保健師の援助19)と一致する。この際，

行政保健師に求められる，関係機関等と協働の地域

づくりを推進するためのキーパーソン38)の役割を果

たしていた。

さらに，行政保健師は，個別支援から把握した健
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康課題から，地域が共通に抱える潜在的課題を捉

え，公衆衛生活動や政策に反映しようとしていた。

保健師の機能は行政職員としての機能と公衆衛生看

護の専門家としての機能39)があり，この支援は行政

保健師ならではの支援と考えられる。

. 研究の限界と今後の展望

本研究の限界は，まず対象者が関東・関西圏都市

部の行政保健師のみであり，地方都市などにおいて

も共通するか今後検討する必要がある。また本研究

では，精神保健福祉活動に携わる他職種との明確な

違いまでは明らかになっていない。他，想起バイア

スや，精神疾患の種類なども考慮されていない。

しかし，本研究結果は，県，政令指定都市，中核

市の中堅以上の行政保健師が，広い視点で就労支援

を言語化した支援内容であった。本研究結果は，行

政保健師が精神障害者の就労移行や継続の支援を展

開する上で有用な資料となると期待される。今後

は，本研究結果をふまえ自治体の種類別や支援の構

造化・プロセスなども対象者を増やして検討する必

要がある。

 結 語

本研究結果から，行政保健師による精神障害者の

就労から定着までの支援内容が明らかとなった。行

政保健師による精神障害者の就労継続支援は，本人

だけでなく家族支援や地域づくりまで展開した支援

を行う必要性が示唆された。
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